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提出意見

・該当箇所
分野別事項 1.太陽光

・意見内容
いわゆる「ダブル発電」（特に蓄電池に関して）の価格制度の継続可否について、来年度の調達価格算定
委員会において再検討の議題にあげてほしい。

・理由
「平成24年度調達価格及び調達期間に関する意見」においては、いわゆる「ダブル発電」に関しての検討経
緯を記しているが、
「なお、燃料電池やガスコジェネと蓄電池は別に扱うべきと考え、蓄電池については、充電された電気は再
生可能エネルギー由来の電気であると推察されるため、押し上げ効果分も含め、太陽光発電単独の場合と
同じ調達価格を適用することが妥当ではないか、という意見が出された。この点については、充電した電気
は再生可能エネルギー由来の電気が太宗を占めることを示すデータが現時点では確認できなかったことか
ら、データを収集した上で、再検討を行うこととした。」
との記載がみられる。
その後の委員会において、この「データを収集した上で、再検討を行」った形跡が見当たらない。

今般、再エネ接続可能量の議論のなかで、将来発生するであろう出力抑制に関連して明らかになったのは
広域系統運用と蓄電池の重要性であった。
また、災害停電時に電気自動車の蓄電池を活用するアイディアが語られて久しいが、太陽光発電との併設
は未だにダブル発電とみなされ買取価格が下げられるために、国策でもある電気自動車や蓄電池普及の
足枷になっているとみられるため、再検討が必要である。


